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‚ 本工事は、「土木請負工事工事費積算基
準」等により各種工種区分に従って対象額
ごとに求めた共通仮設費率（率分）及び現
場管理費率にそれぞれの補正係数を乗じる
こととしていることから、見積にあたって
は留意すること。

ƒ 本工事は、契約締結後、労働者確保に要
する方策に変更が生じ、土木工事標準積算
基準書の金額相当では適正な工事の実施が
困難になった場合は、実績変更対象費の支
出実績を踏まえて最終精算変更時点で設計
変更する試行工事である。

c 本工事は、資料の提出、入札等を電子入札
システムで行う対象工事である。なお、電子
入札システムによりがたい者は、承諾を得て
紙入札方式に代えることができるものとす
る。

２ 競争参加資格
次の\からĈまでに掲げる条件を満たしてい
る者により構成されている特定建設工事共同企
業体であって、「競争参加者の資格に関する公
示」（平成25年11月12日付け東北地方整備局長）
に示すところにより東北地方整備局長（以下「局
長」という。）から国道45号新気仙大橋上部工工
事に係る特定建設工事共同企業体としての競争
参加者の資格の認定を受けている者、又は次の
\からĈまでに掲げる条件を満たしている単体
企業、経常建設共同企業体（甲型）であること。
なお、特定建設工事共同企業体にあっては、
経常建設共同企業体を構成員とすることはでき
ない。また、経常建設共同企業体（甲型）にあっ
ては、構成員の何れか１社が下記_の要件を満
たす施工実績を有すること。
\ 予算決算及び会計令（昭和22年勅令第165

号。以下「予決令」という。）第70条及び第71

条の規定に該当しない者であること。
] 東北地方整備局における鋼橋上部工事に係
る一般競争参加資格の認定を受けていること
（会社更生法（平成14年法律第154号）に基
づき更生手続開始の申立てがなされている者
又は民事再生法（平成11年法律第225号）に
基づき再生手続開始の申立てがなされている

者については、手続開始の決定後、局長が別

に定める手続に基づく一般競争参加資格の再

認定を受けていること。）。

^ 会社更生法に基づき更生手続開始の申立て

がなされている者又は民事再生法に基づき再

生手続開始の申立てがなされている者（上記

]の再認定を受けた者を除く。）でないこと。

} 監理技術者にあっては、監理技術者資格
者証及び監理技術者講習修了証を有する者
であること。

~ 特定建設工事共同企業体にあっては、全
ての構成員が主任技術者又は監理技術者を
本工事に専任で配置できることとし、代表
者の技術者が上記{及び|の要件を全て満
たしていること。経常建設共同企業体（甲
型）にあっては、全ての構成員が、主任技
術者又は監理技術者を本工事に専任で配置
できることとし、構成員のいずれか１社の
技術者が上記{及び|の要件を全て満たし
ていること。
なお、監理技術者の場合は、上記}の要
件についても満たしていること。

a 申請書及び確認資料の提出期限の日から開
札の時までの期間に、局長から工事請負契約
に係る指名停止等の措置要領（昭和59年３月
29日付け建設省厚第91号）に基づく指名停止
を受けていないこと。

b 上記１に示した工事に係る設計業務等の受
託者でないこと。又は当該受託者と資本若し
くは人事面において関連がある建設業者でな
いこと。

c 入札に参加しようとする者の間に資本関係
又は人的関係がないこと。

d 入札参加者の代表者又は代理権限のある名
義人のＩＣカードにより、電子入札システム
から本工事の入札説明書及び全ての配布資料
をダウンロードしない者又は支出負担行為担
当官の指定する方法での交付を受けない者は
入札に参加することができない場合がある。

e 警察当局から、暴力団員が実質的に経営を
支配する建設業者又はこれに準ずるものとし
て、国土交通省発注工事等からの排除要請が
あり、当該状態が継続している者でないこと。

Ĉ 本工事の技術提案が適切で具体的に示され
ていること。

３ 総合評価に関する事項
\ 評価項目 本工事の総合評価は、次の|の
技術提案を受け付け、{及び|と価格を総合
的に評価して落札者を決定するものとする。
{ 施工体制（品質確保の実効性、施工体制
確保の確実性）

_ 平成10年４月１日以降に、発注者から直接

請負った者（以下「元請け」という。）として

完成・引き渡しが完了した、下記æからêの

要件を全て満たす鋼橋上部工工事の施工実績

を有すること（共同企業体の構成員としての

実績は、出資比率が20％以上の場合のものに

限る。ただし、乙型共同企業体の施工実績に

ついては、出資比率にかかわらず各構成員が

施工を行った分担工事の実績であること。）。

æ 道路橋（Ａ活荷重又はＴＬ－20以上）又

は鉄道橋（モノレール及び新交通は除く。）

であること。

ç 鋼橋の新設工事であること。

è 最大支間長が50ｍ以上であること。

é 連続桁で５径間以上であること（同一橋

梁の一部施工の場合でも５径間以上連続の

施工実績があること。）。

ê 当該施工実績が適切なものであること。

適切なものとは、過失による粗雑工事に

起因した指名停止、契約違反に起因した指

名停止を受けていないなど、不正又は不誠

実な行為がなされたものでないこと。

なお、æからêは同一橋梁での施工実績で

あること。

また、当該施工実績が大臣官房官庁営繕部

又は地方整備局の発注した工事（旧地方建設

局を含み、港湾空港関係を除く。以下「大臣

官房官庁営繕部又は地方整備局発注工事」と

いう。）である場合は、工事成績評定点が65点

未満のものではないこと。なお、競争参加資

格確認申請書（以下「申請書」という。）及び

競争参加資格確認資料（以下「確認資料」と

いう。）の提出期限の日までに工事成績評定点

の通知がされていない工事の施工実績を提出

する場合は、上記ê「当該施工実績が適切な
ものであること。」を満たすとともに工事事
故による指名停止を受けていない工事の施工
実績に限り参加資格を認める。

` 次に掲げる基準を満たす主任技術者又は監
理技術者を本工事に専任で配置できること。
{ １級土木施工管理技士又はこれと同等以
上の資格を有する者であること。

| 平成10年４月１日以降に、元請けとして
完成・引渡しが完了した、下記ÊからÎの
要件を全て満たす鋼橋上部工工事の施工経
験を有すること（共同企業体の構成員とし
ての経験は出資比率が20％以上のものに限
る。ただし、乙型共同企業体の施工経験に
ついては、出資比率にかかわらず各構成員
が施工を行った分担工事の経験であるこ
と。）。
Ê 道路橋（Ａ活荷重又はＴＬ－20以上）
又は鉄道橋（モノレール及び新交通は除
く。）であること。

Ë 鋼橋の新設工事であること。
Ì 最大支間長が50ｍ以上であること。
Í 連続桁で５径間以上であること（同一
橋梁の一部施工の場合でも５径間以上連
続の施工経験があること。）。

Î 当該施工経験が適切なものであるこ
と。
適切なものとは、過失による粗雑工事
に起因した指名停止、契約違反に起因し
た指名停止を受けていないなど、不正又
は不誠実な行為がなされたものでないこ
と。
なお、ÊからÎは同一橋梁での施工経験
であること。
また、当該施工経験が大臣官房官庁営繕
部又は地方整備局発注工事である場合は、
工事成績評定点が65点未満のものではない
こと。なお、申請書及び確認資料の提出期
限の日までに工事成績評定点の通知がされ
ていない工事の施工経験を提出する場合
は、上記Î「当該施工経験が適切なもので
あること。」を満たすとともに工事事故によ
る指名停止を受けていない工事の施工経験
に限り参加資格を認める。˜
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